
■国土交通省 指針
〇社会資本整備総合交付金
〇コンパクト＋ネットワーク、次世代モビリティの推進等
地域主導の交通サービスの確保・充実に対する支援
ポストコロナ地域公共交通の活性化・継続
混雑回避対応MaaS、グリーンスローモビリティ普及推進

■総務省 指針
〇5G、光ファイバー等、情報通信基盤の整備
〇新しい働き方・暮らし方の定着、デジタル格差対策の推進

テレワーク、キャッシュレス、遠隔医療、4K・8K、AI多言語翻訳開発、
スマートシティ推進 等

〇大規模災害等に対応した消防防災力・地域防災力の充実
〇災害時の情報伝達手段の確保

■ 東京都指針 戦略政策情報推進本部／都市整備局
〇成長戦略の推進
国際金融都市、自動運転の社会実装、サービスロボットの社会
実装、次世代モビリティの利用拡大、データプラットフォーム
構築、スマートサービス（society5.0推進―スマート東京）等
〇次世代通信推進事業
スマート東京（西新宿5G整備）、Tokyo Data Highway等
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■国土交通省 指針
〇「非接触型」の効率的な物流システムの構築

－人を支援するAIターミナル
○国土交通行政のDX等の加速化

スマートシティ・次世代モビリティの社会実装
〇社会資本整備総合交付金
〇コンパクト＋ネットワーク、次世代モビリティの推進等

■経済産業省 指針
〇デジタルを活用した産業の転換
ポスト5G開発、モビリティ事業者間データ共有・共同開発イノベーション推進、
AI・量⼦・ロボット・自動⾛行・MaaS・ドローン等の研究開発推進、
新たな技術を活用したコンテンツ事業者のライブ公演や動画制作・配信支援等

■東京都指針 都市整備局
〇各種計画
－-西新宿5G戦略、築地、臨海、有楽町、自動運転技術活用 等

〇市街地整備 西新宿四丁目地区都有地 等
〇都市改造 新宿駅直近地区整備事業 等
〇臨海都市基盤整備 晴海、豊洲、北有明 等
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■国土交通省 指針
〇地域の総合的な防災・減災対策等に対する集中的支援
（防災・安全交付金）
○防災・減災対策等強化事業推進費
〇コンパクト・プラス・ネットワーク、スマートシティ・
次世代モビリティの推進等

■東京都指針 都市整備局
〇各種計画
西新宿5G戦略、築地、臨海、有楽町、自動運転技術活用 等

〇市街地整備 西新宿四丁目地区都有地 等
〇都市改造 新宿駅直近地区整備事業 等
〇臨海都市基盤整備 晴海、豊洲、北有明 等

■総務省 指針
〇大規模災害等に対応した消防防災力・地域防災力の充実
〇災害時の情報伝達手段の確保
〇EBPM（エビデンスに基づく政策立案）の強化－ビッグデータ活用等
〇高質なＩＣＴインフラ、消防、行政相談等の海外展開

22



新しい「モビリティ・サービス・モール」
小売事業者／リアル店舗

5Ｇ、ICT、AI、IoT、
超臨場システム等利用

車販社 通 信 小 売 エンタメ ディベロッパー他異業種

顧 客 （個人・三世代顧客 ／ 法人・事業者顧客）

・車販売
・車両修理
・メンテナンス
・車検 ・架装
・電装システム装備
・保険金融販売
・車関連MD販売
・携帯電話販売
・バレーパーキング
・抗菌洗車サービス

・カーシェア
・ライドシェア
・レンタカー
・配車オーダー

・自動車リース
・車両管理サポート
・保険サービス
・事故削減サポート
・エコドライブ

サポート

・小売物販サービス商材販売
・トヨタＧ商材

販売代行―豊田通商
・住宅販売―トヨタホーム
・御用聞き
・よろずや
・買物代行
・訪問販売

・顧客が望む
オリジナル商材提供

・楽しさ提供
・子供向け

エデュテインメント
例）車づくり、整備士体験

・ショウビジネス提供
販社×エンタメ事業者

・文化、娯楽、学び、
コミュニティ活動

・自動運転支援
（サポート、アドバイス）
―ガーディアンエンジェル
・防災・減災サポート
・車のセキュリティ
・住宅セキュリティ

―トヨタホーム
・地域見守り
・子供&高齢者見守り

・行政接続
・病院&公共施設接続
・コミュニティセンター
・防災・減災
・公共交通
・介護&福祉施設

・モビリティサービス企画開発とサービサー開拓
・スマートシティとの接続に向けた企画開発と

まちづくりへのフィードバック

例）モビリティ・サービス車活用による
・CVS ・理髪
・メンディングサービス
・フードトラック／飲食／弁当屋
・パーティスペース（ex.おでんしゃ）
・アピールもの物販
・エンターテインメント

（→ロケーションビジネス）
・5ＧによるＶＲキャラクター同乗
・ＶＲテレワーク会議室
・習いごと
・福祉仕様e-Palette（入浴サービス）

etc.

人を介しての
サービス

IoT 開発展開 コネクティッド事業 5Ｇ、
物 販 超臨場システム

コネクティッド事業

ＳＣ小売床（リアル店舗）

ＳＣ小売床
（リアル店舗）

コネクティッド事業

開発とサービス提供者

スマートシティ・プラットフォーム

モビリティ・サービス事業、
コネクト事業の、面への落とし込み

物販・サービス事業
75億円／1拠点あたり

（物販40、コネクト事業35）

車販売・サービス事業 60億円／〃
トヨタＧ商材 20億円／ 〃

街・商業面開発へ接続

面開発核 物 販 現場／ショウビジネス／MD

通信 5Ｇ、ICT、AI、IoT、超臨場システム等利用 モビリティ・ MaaS API、SDK等
プラットフォーム利用

ファイナンス事業
人を介しての

サービス

フリート事業
人を介しての

サービス

ピット事業
人を介しての

サービス

コンシェルジュ
人を介しての

サービス

よろずや
サービス

人を介しての
サービス

エージェント
人を介しての

サービス

セキュリティ
セイフティ
人を介しての

サービス

社会サービス
人を介しての

サービス

MaaSスマートシティ
プラットフォームの

活用開拓・支援
人を介してのサービス

車での
エンターテインメント

車と接続
他プラット
フォーム
と接続

車の
製造・架装

車販社の人を介しての各種サービスを提供。

・人とシステムを介して、
生活・社会を接続。
小売サービス事業者、
配送事業者等へ継ぐ。

・生活・社会・文化・
娯楽等へ接続。

・車のセキュリティ、
自動運転支援

ＳＣのサービサーを集積・貼り付け。物販・サービス事業を拡大。

プラットフォーム（前面コンコース）への
サービス集積と、物販・サービス事業の拡大

面（商業床）に落としてのモビリティ・サービス内容と
消費者・市場との関係を分かり易く表示。

ＤＸ推進－MaaS、コネクティッド／モビリティ・サービスを面におとしての、新しい生活様式に向けたサポートメニュー

Ａ

「超党派政策会合」
顧問： 石原信雄 元官房副長官

幹事・図書作製： 鈴木浩二 総合プロデューサー

Revised in Oct. 2021 / Mar. 2020  取扱注意書類

CONFIDENTIAL全国拠点での、
１．「各種の業種・業態の事業者参画からなる新しい市場」 と、

通信、小売、モビリティ販社、物流、エンターテインメント、ディベロッパー、エネルギー、他 異業種事業者

２．「各種のサービサー提供（デジタル&リアル）の構図」
生活者・就労者が受けられるサービス内容
サービサー： ① モビリティ・サービス事業者 ② 小売/商業事業者 ③ 各種サービス事業者 ④ モビリティ販社

⑤ ＮＰＯ、行政等 ―による多様なサービス事業を集積

18

デジタル庁、プロジェクト・ベースでの ＤＸモデル事業の事業構造について：

医療、行政（NPO含）、ボランティア、
生活・社会サービス（民間）

・医療サービス（巡回往診型遠隔医療）
・巡回型検診、保健衛生指導
・各種検査と機器提供
（プール方式PCR・抗体・抗原、抗体カクテル投与、

パルスオキシメーター、酸素濃縮・吸引機等）
・ワクチンバス巡回
・ワクチン提供に伴う様々な相談機能
・プライマリーケア／各種カウンセリング



「縦ひも Vertical String」、「横ひも Horizontal String」 状に走る
「サービス・プラットフォーム（駅）」へ、ＡＩ配送ロボットが接続。 （道路地下を利用）

Ｃ

「超党派政策会合」
顧問： 石原信雄 元官房副長官

幹事・図書作製： 鈴木浩二 総合プロデューサー

Nov. 2020   取扱注意書類

CONFIDENTIAL

ＡＩ・自動配送技術導入のマルチモーダル「モビリティ・マネジメント & エコシステム」

デジタル庁が牽引、接続の事業目標・施設

21

具体的な開発事業例：



■国土交通省 指針
〇次世代モビリティ等の普及促進
「新しい生活様式」のヒト・モノの移動を巡る構造変化に対応、
AI・IoT等の新技術を活用した次世代モビリティ等の普及を促進。
・自動運転の実用化に向けた道路空間の基準等整備、実装支援
・地域交通のグリーン化・次世代化に向けた導入支と策の推進
・ドローン、空飛ぶクルマ等の社会実装に向けた環境整備の推進

■ 東京都指針 戦略政策情報推進本部
〇成長戦略の推進
国際金融都市、自動運転の社会実装、サービスロボットの社会
実装、次世代モビリティの利用拡大、データプラットフォーム
構築、スマートサービス（society5.0推進―スマート東京）等
〇次世代通信推進事業
スマート東京（西新宿5G整備）、Tokyo Data Highway等

■経済産業省 指針
〇デジタルを活用した産業の転換
ポスト5G開発、モビリティ事業者間データ共有・共同開発イノベーション推進、
AI・量⼦・ロボット・自動⾛行・MaaS・ドローン等の研究開発推進、
新たな技術を活用したコンテンツ事業者のライブ公演や動画制作・配信支援等

17



■国土交通省指針 総合政策局
〇地域主導の交通サービスの確保・充実に対する支援
〇ポストコロナ時代を見据えた地域公共交通の活性化
〇混雑回避等、新たなニーズに対応のMaaS推進
〇グリーンスローモビリティの普及推進
〇緊急支援物資輸送のデジタル化等推進事業

■内閣府 指針
〇地方創生の推進／地方創生推進交付金
〇国家戦略特区の推進等
〇地方創生に向けたＳＤＧｓ推進事業等
－地方創生ＳＤＧｓ官民連携プラットフォーム、地方創生ＳＤＧｓ金融等

〇地方におけるSociety5.0 の実現／ｉ－都市再生
〇地方創生テレワーク交付金 ／テレワーク推進事業

■ 東京都指針 戦略政策情報推進本部
〇成長戦略の推進
国際金融都市、自動運転の社会実装、サービスロボットの社会
実装、次世代モビリティの利用拡大、データプラットフォーム
構築、スマートサービス（society5.0推進―スマート東京）等
〇次世代通信推進事業
スマート東京（西新宿5G整備）、Tokyo Data Highway等

生活者・就労者が受けられるサービス内容

16



脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業の活用
（環境省・総務省・経済産業省・国土交通省 連携事業）

― 水素、太陽光、風力、バイオマス、地熱等、グリーン&地産地消エネルギー
― 豪雨災害等に対応できる水位・風力等のデジタルツイン化

東京都グリーン目標： 2030年までに、
① 全新車販売の脱ガソリン化 ―新たな産業革命ともいえる

モビリティ・ゼロエミッション（温室効果ガス排出ゼロ）推進
② 再生可能エネルギー電力利用率30%

脱炭素イノベーション／地域循環共生圏構築

「超党派政策会合」
顧問： 石原信雄 元官房副長官

幹事・図書作製： 鈴木浩二 総合プロデューサー

Revised in Dec./ Sept. 2020   取扱注意書類

CONFIDENTIAL

デジタル庁が牽引、接続の事業目標・施設 ―３

8.

----日本の新しい生活・都市様式づくりによる
生活・産業復興をパッケージとして輸出。

具体的な開発事業例：

デジタルツイン（都市OS）構築による、
社会インフラへの統合サービス事業

― MaaS Hub、電力・ガス、熱供給、通信、公共交通、充電インフラ、
上下水道、 廃棄物処理、街の自動清掃、路面ミスト&暖房等

全国拠点 及び 東京都心部での設置を検討。
居住・就労の生活者を直接サポートすることのできる街機能づくり。

■環境省・総務省・経済産業省・国土交通省 共管指針
脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業

〇地域の脱炭素交通モデル構築支援事業
①CASE活用による脱炭素型地域交通モデル構築支援
②グリーンスローモビリティの導入実証・促進
－CNF、IoT等先進技術活用

③交通システムの低炭素化と利用促進に向けた設備整備

■国土交通省 指針
〇グリーンインフラ等を活用した都市環境の構築
－グリーンインフラ活用型都市構築支援事業

○質の高いインフラシステムの海外展開
インフラシステム海外展開戦略 2025
（ユーティリティ／モビリティ・交通／デジタル／建設・不動産／
生活サービス分野で新規9兆円UP）

■経済産業省 指針
〇脱炭素化に向けたエネルギー転換
EV、FCV等の導入支援による環境対応、サポカーの導入促進、
自動運転社会の実現
蓄電池、次世代太陽電池等、再生可能エネルギーの主力電源化
⽔素発電の技術開発等による⽔素社会の実現加速
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■経済産業省 指針
〇デジタルを活用した産業の転換
―ポスト5G開発、モビリティ事業者間データ共有・共同開発、
AI・量⼦・ロボット・自動⾛行・MaaS・ドローン等、新たな技術を
活用したコンテンツ事業者のライブ動画配信、海外展開等の支援等
■内閣府／内閣官房 指針
科学技術・イノベーション政策の戦略的推進

■東京都指針 産業労働局
〇販路開拓支援 国際的ビジネス環境整備、
海外企業の東京展開促進事業、産業交流展 等

〇技術支援 ものづくりイノベーション、
知財戦略導入支援、次世代イノベーション創出、
戦略的イノベーション、未来を拓くイノベーション 等

〇MICE誘致

■総務省 指針
〇Beyond 5G をはじめとした先端技術への戦略的投資
戦略的な知財獲得・国際標準化
〇5G、光ファイバー等、情報通信基盤の整備
〇新しい働き方・暮らし方の定着、デジタル格差対策の推進
テレワーク、キャッシュレス、遠隔医療、4K・8K、AI多言語翻訳
開発、スマートシティ推進 等
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TEUコンテナローディングスペース、貨物用リフト、
サービスモビリティロット、ＷＣ、防火・避難路スペース

エントランス・サイド
エスカレーター、エレベーター、
通路、ＷＣ、避難路スペース

下部直径46m
（仮）

上部直径21m
（仮）

吹抜高さ30
（仮）

1・3層

バックヤードゾーン
事務室、バンケット、貨物用リフト、ＷＣ、防火・避難路スペー
ス

4-6層
バックヤードゾーン

図書作製： 鈴木浩二 総合プロデューサー
顧問 石原信雄 元官房副長官
Revised in Oct. / July  2019

取扱注意書類

TEUコンテナ対応
ローディング・タワー

参照： Suntec Convention Centre   
建築面積 約2.7万㎡ 延床約16万㎡

平面15スパン×18スパン×10m（仮）×6層

協力：シンガポール国際コンベンション

3Ｆ

2Ｆ

1Ｆ

ラボラトリーＡ

Ｒ＆Ｄ研究開発オフィス Ａ

ラボラトリーＢ

Ｒ＆Ｄ研究開発オフィス Ｂ
1-3層
開発現場としての
コンベンション
&エキシビション・ゾーン

ワールド・フードコート（検討案）

r

5-6層
エキシビション・ホール（フリーユーズ）

4層
コンベンション・ゾーン（フリーユーズ）

都民への大規模集客交流広場

日本・東京独自のコンベンション&エキシビション機能の内容

世界を牽引したシンガポール国際コンベンションの運営ノウハウを導入。
日本・東京独自の資源利用により、世界を牽引する。

プライベート・プロダク
ツ／ファイナル・プロダ
クツ機能を導入

東京・日本の各ジャンル事業者が当シナリオづくりに参画。
→ 中小事業者を核の次代商材開発へ。

↑
創業= 起業支援事業への民間戦略利用
検討：トヨタＧが各業界を牽引。 5Ｇ、ＩＣＴ、超臨場システム等の利用により、業務商材⇔民生商材の開発、確実な消費牽引へ導く。

生産・配給・販売に向けた双方向現場を持つことにより消費牽引商材を開発、具体的なF／Sを準備。

■［サイバー］ディベロップメント（ICT、IoT、5G等通信、AI・AR・VR）］
■［ライフ］ディベロップメント（アクティビティ&ウェルネスMD）
■［環境・街開発・スマート ］ディベロップメント（エネルギー、バイオ、スマート農業・食品、農林水産）
■［大型商材］ディベロップメント（近未来モビリティ、陸・海・空 レジャー、宇宙）］
■［防災・減災 ］ディベロップメント

次代(消費)牽引商材
の開発・生産・販売

業務商材⇔消費商材を横断の開発・販売
床

国際会議メニュー（プログラム）を自前でつくることのできるMICE開発
―政治力（超党派議員による構成）と運営ノウハウ所有― をめざす。

東京・日本の科学技術利用による、新しい国際会議・バンケットビジネスづくりを行う。

6Ｆ

5Ｆ

4Ｆ

プロデューサーズ・オフィス機能（司令塔となる組織）

イ）開発現場において、「統合イノベーション」予算・政策利用。
「受信」「開発」「マーケティング」「需要F／S」「発信」「配給」
「生産へのスタート」「販売」 のビジネス達成。

ロ）ライセンス取引機能を有する。日本・東京の特許ライセンスの発掘・開発現場。
ハ）新しいＭＩＣＥ事業への政治力と運営ノウハウの結集化。（シンガポール国際コンベンションよりの協力）

シナリオ成功事例：「無印」「WAVE」「Loft」「ALTA」
製造： 各企業・組織
サービス：
小売流通：

地階： 東京都メディアセンター（検討）
ワールド・フードコート

―東京（築地市場跡地）・日本オリジナルのＭＩＣＥ開発戦略― コンベンション&エキシビションの事業構造

5-6Ｆ
・1万2千人収容の柱なし大空間
4Ｆ
・シアタースタイルの2千人収容劇場
・26の大中ミーティングルーム
・600人収容のオーディトリアム

設備・技術サポート

開発型エキシビション・ホール ―創業＝起業支援施設を含む

［夢創造支援］

「人とモノ」
「人とソフト」
「人と未知フロンティア」

「創業＝起業支援」事業床

ソフトコンテンツ商材の出展・オークション－新しい“築地のセリ”
5G、ICT、超臨場システム・設備を埋め込み

エンタテインメント特性の前出しより
コンテンツ商材の集約、大量の顧客集客を実現。

［ ①全体 ②商材開発 ③関係開発 ④社会域市場 ⑤消費牽引 ⑥企業・創業 ］



図書作製： 鈴木浩二 総合プロデューサー
顧問 石原信雄 元官房副長官

Revised in Mar. 2022 / July  2019

取扱注意書類

空飛ぶクルマ ホバーバイク 水陸両用車
カスタマイズ・カー フードトラック
超小型モビリティ ソーラーカー & トレーラーハウス
自動運転車 コンバートＥＶカー
能動型ロボット
ハートフル車 電動車イス バイワイヤー技術搭載車
自転車→車イス 「Q-jo（キュウジョ）」

レスキューロボット 防災キャンピングカー 水陸両用車
防災レスキュー特車 非常用電源FC・EV車 防災用浄水器

非常用食料・飲料 宇宙食 野菜の保存食
自然エネルギー（燃料電池、ソーラー、水力発電）

クラウド利用バックアップシステム（業務・民生）
東京都「東京防災」オリジナルＭＤ

災害用多言語変換システム 次世代無線機・発電機
ライフライン技術商材

ハートフル・ロボット ペット型ロボット
ＡＩスピーカー ウェアラブル端末
超小型ドローン 水素で動くおもちゃ

ウェアラブル・クロージング（バーチャル試着）
デジタルものづくり工房 （レーザーカッター、3Dプリンター等利用）
高張力鋼板（超ハイテン）利用商材

近未来型 トイ&ホビーＭＤ、高額フィギュア＆プレミアム商材
キャラクター・ライセンス商材 、コンテンツ物販、ゲーム・知育ソフト
キャラクター・カスタマイズ＆クラブ・ファン化

ＦＣＶ、ＦＣバス・トラック 自給自足の家 バイオデザイン・ホーム
クリーンシステム・ハウス
スマート・ハウジング & システム（V2H、HEMS、コジェネ、蓄電池 等）
スマート&省エネ家電 スマート・精密農業商材 ＩoＴ・アグリテック・見える化商材
グリーンテック商材 ドローン ＲＯＶ （水中ドローン） ＩＣＴ建機

バイオ・エステティック ファインビューティ エイジング商材
ＡＩ利用のバリアフリー&ユニバーサル商材

ＡＩ利用のウェルネス&ハートフル商材
ハイアメニティ商材 スポーツ&レジャー商材

ライフサイエンス商材（生活科学） ヒューマンウェア技術商材

●防災・危機管理商材

●サバイバル商材

●アウトドア商材

●レジリエント（復元・回復）技術

●大型（余暇）商材 ●宇宙開発

●スポーツ&リゾート ●モビリティ

●ＡＩ家電・住宅

●ロボット／スマート・トイ

●5G、ＩoＴ、ＩＣＴ、 ＡＩ、ＡＲ、ＶＲ
超臨場システム

●車載先端機器 自動運転装置

●新素材 エネルギー
●自給自足の家

●スマート・精密 農林水産商材

●海洋開発 エネルギー ●スマートシティ

●水素・ＦＣＶ

●医療・介護
ウェルネス&ハートフル商材 ●バリアフリー&ユニバーサル商材

●ライフサイエンス（生活・科学）
医薬品・食品 ●ヒューマンウェア技術

［ 環境 ・街開発・スマート］ ディベロップメント
（いろいろなエネルギー、バイオ、農林水産業、食品） ［ ライフ ］ ディベロップメント

（アクティビティ & ウェルネス商材）

［防災・減災］ディベロップメント

［ 大型商材］ディベロップメント
（近未来モビリティ、陸・海・空レジャー）

2Ｆ

1Ｆ

［ サイバー ］ ディベロップメント
（アミューズメント、近未来商材）

5,000坪年商40億円

30億円

30億円

30億円

30億円

商材床の拡大商材床の拡大

事業者向け
業務ＭＤ

消費者向け
民生ＭＤ

5,600坪
吹抜け1,000坪を除く全床

同ゾーンにおける
売上予測 150億円／年
来場客数 1,000万人／年

---- 異なる業種のメーカー（モビリティ他製造 ）、ソフト・通信開発、小売流通、
サービス、エンタテインメント・メーカー等の参画による事業床

世界で進むデジタル＆次代技術利用による、
地域・都市開発（スマートシティ、スーパーシティ含）、及び 環境プロジェクト、100兆円市場に向け、
新しい 「デジタル、エネルギー、モビリティ、地域・都市開発等からなる新産業興し」。

コロナ禍による消費危機、生活・地域・経済不安を乗り越える、日本独自の新しい生活・都市様式づくりを行う。

中長期戦略 ― デジタル庁／田園都市機関 が牽引、接続の事業目標・施設

コロナ禍より復興の、日本オリジナルの生活・都市様式を経済オペレーションとして
ビジネスモデル化、輸出。
大規模な民間投資導入を実行する。
デジタル革新への多様なジャンルを超えた新しい市場づくりのための多様なインセンティブ提供。

国内 100兆円市場

300万人雇用創出

⇒ 海外輸出 120兆円市場

未来を約束する商材開発
「未来を約束する新しいイノベーション・インフラと製品づくり」に向けた

開発ジャンル、製品を産み出すための開発場の仕組み（共創プラットフォーム）と、
市場への事業化導入を行う。

前災の乗り越えより産業・消費牽引の実行
前災（第二次オイルショック、リーマン時）の乗り越えノウハウよりの、

新しい産業・消費牽引シナリオづくりと、
デジタル庁主導、民間ノウハウ利用による、民間投資の大規模導入を実行する。
←「ＤＸ時代に伴う新しい市場と消費牽引の実現。」

起業・創業を実行できるインフラと構造
「 起業・創業への開発現場づくり」に向けた共創プラットフォームとしての

仕組みと、先行事例となる事業施設を計画・実施。
←「誰もが起業・創業することのできるＤＸインフラ」

イ）開発現場において、「統合イノベーション」予算・政策利用。
「受信」「開発」「マーケティング」「需要F／S」「発信」「配給」
「生産へのスタート」「販売」 のビジネス達成。

ロ）ライセンス取引機能を有する。日本・東京の特許ライセンスの発掘・開発現場。

5Ｇ、ＩＣＴ、超臨場システム等の利用により、業務商材⇔民生商材の開発、確実な消費牽引へ導く。
生産・配給・販売に向けた双方向現場を持つことにより消費牽引商材を開発、具体的なF／Sを準備。

■［サイバー］ディベロップメント（ICT、IoT、5G等通信、AI・AR・VR）］
■［ライフ］ディベロップメント（アクティビティ&ウェルネスMD）
■［環境・街開発・スマート ］ディベロップメント（エネルギー、バイオ、スマート農業・食品、農林水産）
■［大型商材］ディベロップメント（近未来モビリティ、陸・海・空 レジャー、宇宙）］
■［防災・減災 ］ディベロップメント

次代(消費)牽引商材
の開発・生産・販売



地域⇒社会域に向け、「縦ひも Vertical String」、「横ひも Horizontal String」 と、
3つの縦層（上層／下層・地下／空中）からなる構造化へ。

「超党派政策会合」
顧問： 石原信雄 元官房副長官

幹事・図書作製： 鈴木浩二 総合プロデューサー

Revised in Nov. / Aug. 2020   取扱注意書類

CONFIDENTIAL

モビリティ・サービス・プラットフォーム ＝「MaaS Hub」（仮称）

「多様なサービサー（物販・サービス）」
―移動型サービサー事業者例

・各種検査（プール方式PCR・抗体・抗原等）
・各種カウンセリング
・メンディングサービス
・フードトラック／飲食／弁当屋
・各種物販 ・CVS ・理髪
・エンターテインメント
・5ＧによるＶＲキャラクター同乗
・リモート/モバイルオフィス
・ＶＲテレワーク会議室 ・習いごと
・福祉仕様（デイサービス等） etc.

「多様なモビリティ・サービス」
カーシェア・ライドシェア／
レンタル・モビリティ事業

（自転車・超小型モビリティ含）
―鉄道駅、公共施設との接続

・自動運転モビリティ
・ＡＩ利用による生活者への

自動配送サービス（ＡＩロボット利用）
・トランジット・サービス
・よろずやサービス
・エージェント／コンシェルジュ
・医療・衛生サービス（巡回往診型遠隔医療）
・防災・減災
・セイフティ・セキュリティ・サービス 等

● 「道の駅」に続く、生活者と地域に向けた社会インフラ施設として、
当ＤＸ事業のエンジンであり、 最小の社会域施設。

● 「トランジット&サービサー集積拠点―仮称 MaaS Hub」の全国展開の検討。
―国交省との協働化 ⇒全国のモビリティ販社での展開を検討。

⇒高次“コンパクト・プラス・ネットワーク” の稼働。

14

具体的な開発事業例：



Ｂ

「超党派政策会合」
顧問： 石原信雄 元官房副長官

幹事・図書作製： 鈴木浩二 総合プロデューサー

Revised in May / Mar. 2020  取扱注意書類

CONFIDENTIAL

－MaaS、コネクティッド／モビリティ・サービスを面におとしての、新しい生活様式に向けたサポートメニュー

都心部を含む拠点での、
１．「各種の業種・業態の事業者参画からなる新しい市場」 と、

通信、小売、モビリティ販社、物流、エンターテインメント、ディベロッパー、エネルギー、他 異業種事業者

２．「事業内容」
生活者・就労者が受けられるサービス内容
サービサー： ① モビリティ・サービス事業者 ② 小売/商業事業者 ③ 各種サービス事業者 ④ モビリティ販社

⑤ ＮＰＯ、行政等 ―による多様なサービス事業を集積

19

具体的な開発事業例：



ＤＸモデル事業エリア内における、創業起業支援機能の差し込み

デジタル庁 が牽引、接続の事業目標・施設 ―２

起業創業支援（スタートアップ・エコシステム）／統合イノベーション事業

ビジネスモデル輸出拠点ともなる
ヘッドクオーター・オフィスとＲ＆Ｄ拠点 （テナント事業）。

① 国内外の優秀な起業家集約。
② 海外とのビジネス上のプラットホーム化。
③ 国内外Ｒ＆Ｄ人材集約のための、

各種規制緩和、インセンティブの獲得。
④ 報奨&ワーケーション機能のある研修・ドミトリーの併設。

重点化：
コロナ禍後の産業の復興に向けた “次代・小時代を確実につくり上げる”ために、
消費視点より、起業家／アントレプレナーを含む誰もが、
東京・日本が誇る科学技術（統合イノベーション含）によって、
民生商材と業務商材を横断できる、眼に見える開発現場をつくり上げる。

⇒ このことによって「開発・生産・販売（マーケティング・流通ルートの提供）」と
「日本が失いつつある創業」を行うことのできる現場を提供する。

5-2
「超党派政策会合」

顧問： 石原信雄 元官房副長官
幹事・図書作製： 鈴木浩二 総合プロデューサー

Revised in Dec./ Sept. 2020   取扱注意書類

CONFIDENTIAL

----日本の新しい生活・都市様式づくりによる
生活・産業復興をパッケージとして輸出。

具体的な開発事業例：

全国拠点 及び 東京都心部での設置を検討。居住・就労の生活者を直接サポートすることのできる街機能づくり。

■総務省 指針
〇Beyond 5G をはじめとした先端技術への戦略的投資
戦略的な知財獲得・国際標準化
〇5G、光ファイバー等、情報通信基盤の整備
〇新しい働き方・暮らし方の定着、デジタル格差対策の推進
テレワーク、キャッシュレス、遠隔医療、4K・8K、AI多言語翻訳
開発、スマートシティ推進 等

■東京都指針 産業労働局
〇販路開拓支援 国際的ビジネス環境整備、
海外企業の東京展開促進事業、産業交流展 等

〇技術支援 ものづくりイノベーション、
知財戦略導入支援、次世代イノベーション創出、
戦略的イノベーション、未来を拓くイノベーション 等

〇MICE誘致

■経済産業省 指針
〇イノベーション・エコシステムの創出
イノベーションの担い手や新産業を創出
〇デジタル基盤・ルールの整備
「GビズID」活用、官民が保有するデータのオープン化推進 等
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